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説得に及ぼす事後警告の効果とその生起機制1)
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Effect of afterwaming on persuasion and its mediating mechanism

Hiromi Fukada

Two experiments were conducted to examine effect of afterwarning of communicator's persuasive

intent on persuasion and its mediating mechanism under the postulation仇at afterwarning would produce

the persuasion inhibiting effect when a temporal delay between the afterwarning and the measurement

of persuasive effect was introduced and也us there was enough time for recipients to engage retroactive

counterargumentation to the preceding persuasive communication. Results showed that afterwarning

produced resistance to persuasion in the interfered-thought conditions in Experiment 2 and potential

resistance to persuasion in psychological processes in the temporal delay conditions in Experiment 1

and in the indicated-thought conditions in Experiment 2. Results also showed that, as mediating

mechanism of the persuasion inhibiting effect of afterwarning, negative thoughts (retroactive

counterarguments) played the most important role in the temporal delay conditions in Experiment 1

and m the indicated-thought conditions in Experiment 2, and that source derogation (Experiment 1 and

2) and psychological reactance (Experiment 1) played some role, too. Finally, it was interpreted that

not only to present afterwarnmg but also to recommend也inking over the persuasion from a negative

viewpoint was effective as defensive method against undesirable preceding persuasion attack.

Key words: persuasive communication, resistance to persuasion, afterwarning, retroactive

counterargumentation, psychological reactance.

問　　題

警告(warning)には、説得メッセージに先行呈示

される事前警告(forewarning)のほかに、説得メッ

セージに後続呈示される事後警告(afterwarning)

が存在する(深田・有倉, 1992; Kiesler & Kiesler,

1964)c　しかし、事後警告の問題に関しては、警告研

究の展望論文(Papageorgis, 1968;上野, 1983)の

中でも全く触れられておらず、事前警告研究に比べる

と先行研究の数は極めて少なく、上記の2例がみられ

るにすぎない。説得に及ぼす事後警告の問題が積極的

に取り上げられてこなかったことに対して、 2つの理

由を指摘することができる。第1は、事後警告は説得

1)本研究は、平成7年度文部省科学研究費(一般研

究(C)課題番号07610131)による助成を受けた。

に対して効果を持たない、という結果を　Kiesler　&

Kiesler (1964)が報告したため、それ以降の警告研

究では事後警告の問題を無視することになったのかも

しれない。第2は、事後警告は実験操作が困難であり、

そのことが事後警告研究の実施をためらわせることに

なったのかもしれない。すなわち、説得メッセージに

接触したあとで与えられる事後警告の場合、その性質

上、説得話題とその立場(topic and position:TP)タ

イプや説得話題のみ(topic-only:TO)タイプの事

後警告は警告としての意味をもっておらず、説得意図

(persuasive intentPI)タイプや情緒喚起意図(emotion

arousingintent:EI)タイプといった説得者の意図に

関する事後警告のみが警告としての機能をもちうるが、

それさえも、説得メッセージに接触することによって

受け手が説得者の意図にどの程度気付くかに依存して

いる。このように、事後警告には実験操作上の困難さ
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が伴うけれども、事後警告が頻繁に観察される日常現

象であることから判断し、深田・有倉(1992)は事後

警告研究を推進すべきであるという見解を示している。

認知的不協和理論(Festinger, 1957)の立場から、

PIタイプの警告を用いたKiesler & Kiesler (1964)

は、説得に及ぼす事前警告と事後警告の効果を比較し

た。そこでは、 PIタイプの事前警告によって後続の

説得メッセージに対する認知と自分の初期態度に対す

る認知との間に不協和が生じ、不協和低減の方法とし

て説得メッセージを拒否する方が容易であるので、事

前警告は説得への抵抗をもたらすであろうと仮定され

た。また、すでに説得メッセージに接触したという事

実に対する認知とPIタイプの事後警告に対する認知

との間に不協和が生じるが、不協和低減の方法として

事後警告を拒否する方が容易であるので、事後警告は

説得への抵抗をもたらさないであろうと仮定された。

得られた結果は仮説と一致し、警告を与えずに説得メッ

セージのみを呈示した警告無条件に比べて、事前警告

は説得効果を抑制するが、事後警告は説得効果に影響

を及ぼさないことが明らかとなった。そして、 PIタ

イプと恐怖喚起意図(fear-arousingintentFI)タイ

プの結合型の警告を用いた深田・有倉(1992)は、

Kiesler& Kiesler (1964)の実験条件に、事前警告と

事後警告の両方を呈示する条件を加えて、事前警告要

因と事後警告要因が説得に及ぼす効果を検討した。そ

の結果、事前警告要因は説得に対して抑制効果をもち、

逆に事後警告要因は説得効果に対して促進効果をもつ

ことが示された。事後警告の説得促進効果は、

Kiesler& Kiesler (1964)の結果とも矛盾する予想外

の結果であり、深田・有倉(1992)は、この結果に対

して認知的不協和理論による事後的解釈を試みた。す

なわち、説得メッセージに接したという行動的事実と

そのことにネガティブな価値づけを与える事後警告と

の問に不協和が生じ、しかも説得話題に関する態度の

即座の表明を要求される事態では、不協和低減の方法

として事後警告の拒否が採用され、結果的に説得メッ

セージの影響力が高まったのかもしれない、と解釈さ

れた。

事後警告は説得に対してどのような効果ももたない

というKiesler& Kiesler (1964)の結果と、事後警告は

説得に対して促進効果をもつという深田・有倉(1992)

の結果は、どの程度一般化可能な知見であろうか。上

記の2研究では、事後警告効果の検証にあたって、説

得メッセージ呈示直後に事後警告を呈示し、さらにそ

の直後に説得効果を測定する、という実験手続きがと

られている。すなわち、事後警告の呈示と説得効果の

測定との間に考えるための時間である時間的遅延が置

かれていない。反論の生起が説得への抵抗の有力な生

起機制であると報告してきた一連の事前警告研究の指

摘から判断すれば、事後警告後一説得効果測定前にお

ける時間的遅延の欠如は、事後警告の説得抑制効果を

出現させにくくする実験手続きであると考えることが

できる。すなわち、 Kiesler&Kiesler (1964)の結果

も、深田・有倉(1992)の結果も、事後警告呈示後に、

考える時間を与えずに態度表明を強制する実験手続き

が生んだ人為的な結果であるという疑問が残る。した

がって、もし、事後警告を呈示したあとで説得効果を

測定するまでの間に、考えるための時間が保障される

ならば、受け手は、振り返って説得話題に関する反論、

すなわち遡及的反論を生起することが可能であり、事

後警告が説得効果を抑制する可能性も考えられる。こ

の可能性は、 TPタイプの事前警告が事前警告後一説

得前の位相において予期的反論を生じさせるだけでな

く(Hass& Grady, 1975; Papageorgis, 1968;上野,

1981)、 PIタイプの事前警告であっても説得中の位相

において反論を生じさせる(Fukada, 1986; Petty &

Cacioppo, 1979)、という過去の事前警告研究からも

推測される。

したがって、本研究では、事後警告後一説得効果測

定前の位相における時間的遅延を考慮しながら、説得

に及ぼす事後警告の効果を検討すると共に、思考の果

たす役割を中心に、事後警告効果の生起機制を明らか

にする。

実　験　1

日　的

実験1の目的は、事後警告後から説得効果測定前ま

での時間的遅延が説得における事後警告効果に及ぼす

影響を検討することである。特に、その時間的遅延中、

すなわち待機時間中に事後警告が自発的思考としての

遡及的反論を生じさせるかどうか、また、その遡及的

反論が事後警告による説得抑制効果を媒介するかどう

かを検討する。その際、説得における事後警告の効果

は,事後警告後一説得効果測定前に時間的遅延がある

ときに顕著に出現するであろうと予想される。

方　法

独立変数は、事後警告(警告有と警告無)と時間的

遅延(遅延有と遅延無)の2変数であり、 2×2の要

因分析計画であった。両変数はともに被験者間変数で

あり、従属変数の測定は事後測定法(after-only

design)に基づいて実施した。なお、説得効果の指標

である態度の測定のみを行う統制群を用意したo
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被験者は大学生130人であり、 4実験条件と1統制

条件のそれぞれに対して26人(男性9人と女性17人)

が無作為に配置された。被験者の無作為配置は、実験

材料である小冊子の無作為配布によって行った。

(2)実験手続き

実験操作、説得メッセージの呈示および従属変数の

測定は全て小冊子によって実施した。実験は、雑誌記

事に対する印象調査という設定にした。

遅延有群における小冊子は次の順序で構成した。 ①

教示(表紙)、②説得メッセージ(第1-第2ページ)、

③警告操作と遅延操作(第3ページ)、 ④白紙(第4

ページ)、 ⑤従属変数の測定(第5-第8ページ)、 ⑥

白紙(裏表紙)0

遅延無群における小冊子の構成も基本的には遅延有

群と同一形式であったが、若干異なる点があったO遅

延無・警告有条件では、 ①教示(表紙)、 ②説得メッ

セージ(第1-第2ページ)、 ③警告情報(第3ペー

ジ)、 (む白紙(第4ページ)、 ⑤フィラー質問と従属変

数の測定(第5-第9ページ)、⑥白紙(第10ページ～

裏表紙)の順であった。遅延無・警告無条件では、上

記の①、 ②、 ⑤、 ⑥の順であった。これらの遅延無群

でフィラー質問を設けた理由は、実験手続きの形式的

側面と実験の所要時間を遅延有群にそろえるためで

VIBSE*

また、統制条件における小冊子の構成は、上記の②

がフィラー・メッセージである点と、 6)がフィラー質

問と態度測定である点を除けば、基本的に実験群の小

冊子と同一形式であった。

教示:雑誌記事に対する印象調査であること、限ら

れた時間内に記事を通読したときの印象を調べる調査

であること、種類の異なる調査を同時進行で実施する

ので、回答時間を統一するために、調査者の説明や指

示に従って進行することを、口頭と小冊子の表紙の両

方で被験者に教示した。調査の進行については、小冊

子の表紙を用いて次のような教示を与え、口頭で若干

の補足説明を加えた。遅延有群と統制群に対しては、

調査が3つのパートに分かれていて、調査者の合図に

従ってパート1 (上記の(9)からパート2 (③、 ④)、

さらにパート3 ((参)へ進み、所要時間はそれぞれ、

4分間、 5分間、約10分間であると知らせた。遅延無

群に対しては、調査者の合図にしたがってパート1

(4分間)からパート2およびパート3 (連続で約15

分間)へ進むことを知らせた。

説得メッセージ:説得話題は「大学の成績評価」で、

実験群の説得メッセージは、 「大学における授業と評

価を考える」という見出しのついた約1500字の印刷メッ

セージであり、成績評価を厳しくすることを唱導する

ものであった。なお、統制群では、 「CMタレントで

不況を考える」という見出しのついた約1500字のフィ

ラー・メッセージを使用したo　メッセージの源泉に関

しては、ある雑誌に載っていた記事であるという抽象

的な情報のみを示した。実験群と統制群のいずれに対

しても、 4分間の間メッセージを黙読するように求め

m

警告操作:警告有群に対しては、説得メッセージに

接した直後に、送り手(記事の著者)の説得意図に関

する事後警告を呈示した。事後警告の内容は、 「先程

の記事はあなたの態度や意見を変えようというねらい

で書かれたもので、著者はなんとかしてあなたを自分

の立場に同調させようとしていて、自分の主張をより

多くの人に認めさせようとしている」というものであっ

た。警告無群に対しては、このような事後警告を呈示

しなかった。

遅延操作:遅延有群に対しては、事後警告情報のす

ぐあとに(警告有条件)あるいは説得メッセージに接

した直後に(警告無条件)、調査者の合図があるまで、

そのまま5分間待つように求めた。遅延無群に対して

は、事後警告情報のすぐあとに(警告有条件)従属変

数の測定のページに進むように指示を与えるか、ある

いは説得メッセージに接した直後に(警告無条件)従

属変数の測定のページを用意して進ませた。

(3)従属変数

遅延有群では次の順序で従属変数の測定を行った。

思考:事後警告後一説得効果測定前の位相における

思考に関して、記事を読み終えてから今までの5分間

に、先程の記事についてどのような意見や感想が浮か

んだかを尋ねた。思考の簡易測定として、記事の主張・

内容に対して賛成の(肯定的、好意的)考えがどの程

度頭の中に浮かんだか、また反対の(否定的、非好意

的)考えがどの程度頭の中に浮かんだか、を7段階尺

度で評定させ、 1-7点で得点化(思考大の極に7点)

した。これを肯定的思考得点あるいは否定的思考得点

と呼ぶ。

ソート・リスティング法を用いた思考の測定手続き

は次の通りであった。まず、頭の中に浮かんだ意見や

感想の内容を思い出して、すべてを箇条書きにするよ

うに求めた。次に、箇条書きしたそれぞれの意見や感

想が、記事の主張内容に対して賛成の(肯定的、好意

的)立場を取る場合は"十"を、反対の(否定的、非

好意的)立場をとる場合は"-"を、そのどちらでも

ない場合は"0"を、箇条書き欄の末尾に用意した

( )内に記入させた。さらに"+""-"をつけたそ

れぞれの意見や感想の強さを3段階(非常に強い賛成・

反対が3、わりと強い賛成・反対が2、弱い賛成・反

-81-



対が1)で評定させ、箇条書き覧の末尾に用意した

〔 〕内に評定値を記入させた。 "+"あるいは"-"

の合計数を肯定的思考数あるいは否定的思考数と呼び、

3段階で重みづけをした"+"点あるいは"-"点の合

計値を、肯定的思考度あるいは否定的思考度と呼ぶ。

態度:説得話題に対する態度を以下の4項目の質問

によって測定したO 「日本の大学では試験やレポート

の評価があまい」および「日本の大学では試験やレポー

トの回数が少ない」という意見に対する賛否度を7段

階で回答させたoまた、 「日本の大学でも試験やレポー

トの評価をもっと厳しくすべきである」および「日本

の大学でも試験やレポートをもっと多く課すべきであ

る」という意見に対する賛否度を7段階で回答させた。

唱導方向の極の反応に7点を与え、 1-7点で得点化

したが、前者2項目と後者2項目を区別するために、

便宜上前者を認知的態度(現状認識に対する賛否)、

後者を感情的態度(制度変更・対策への賛否)として

おく。認知的態度の2項目間には戸.48、感情的態度

の2項目間には戸.65と、それぞれ有意@く.001)な

正の相関関係が実験群において得られたので、 2項目

の得点和の項目平均を認知的態度得点、感情的態度得

点とした。

源泉評価:記事を書いた人や記事の内容に対する評

価を、 「信頼できる一信頼できない」、 「専門的である

一専門的でない」、 「親しみを感じる-親しみを感じな

い」、 「好感がもてる一好感がもてない」の4項目につ

いて7段階(1-7点)で評定させ、肯定的な評価の

極に7点を与えて得点化した。実験群における各項目

得点間の相関係数rは.34-.85 (タく.001)であり、

有意な正の相関関係が得られたので、 4項目の得点和

の項目平均を源泉評価得点とした。

心理的リアクタンス:記事を読んだ気持ちを「反発

を感じる一反発を感じない」の1項目について、 7段

階(1一　点)で評定させ、反発大の極の反応に7点

を与えて得点化した。

なお、遅延無群では、態度、源泉評価、心理的リア

クタンスの測定を行い、統制群では態度の測定を行っ

m

結　果

(1)態　度

各実験条件と統制条件における認知的態度得点と感

情的態度得点を表1の第1欄と第2欄に示した。

説得メッセージの説得力を検討するために、通常の

説得直後条件に相当する警告無・遅延無条件の得点と

統制条件の得点とをf検定によって比較したが、両条

件間の差は、いずれの態度得点でも認められず、本研

表1各従属変数の平均と標準偏差(実験1)
遅 延 有 遅 延 無

警 告 有 警 告 無 警 告 有 警 告 無 統 制

認 知 的 態 度

感 情 的 態 度

肯 定 的 思 考

壬 i Ov S キ

リ ア ク タ ン ス

源 泉 評 価

4 .5 4 5 .00 4 .4 4 4 .5 6 一60

( 1.2 5 ) ( 1 .0 1 (1 -0 7 ) (1 . 15 ) (1 .2 4 )

3 .6 2 3 .60 3 .7 3 3 .4 2 3 .5 2

1 .3 6 1 .46 ) (1 .2 5 (1 .3 9 (1 .3 9 )

3 .6 9 3 . 54

(3 .7 2 ) (2 .S

5 .8 1 3 .5 8

(4 .6 1 2 .8 0

4 .65 4 .0 0 4 .3 1 4 .8 5

(1 .4 9 ) (1 .3 3 ) ( 1 .2 3 〉 ( 1 .1 7 )

3 .22 3 .7 1 3 .7 6 3 .3 9

(1 .0 7 ) (0 . 90 ) ( 0 .8 1 ) ( 1 .1 0 )

注)表内の数値は平均、 ( )内の数値は標準偏差

究で使用した説得メッセージの説得力は有意でないこ

とが示された。また、態度得点に関して、その他の実

験条件と統制条件との間にも、有意差は全く認められ

なかった。

認知的態度得点と感情的態度得点の各々に関して、

警告要因×遅延要因の2要因分散分析を行ったが、い

ずれの態度得点に関しても両要因の効果は認められな

かった。

(2)思　考

遅延有群における警告有条件と警告無条件で得られ

た思考に関する結果を表1の第3欄と第4欄に示した。

これらの思考に関して、警告有条件と警告無条件との

問の差をt検定によって検討した。その結果、簡易尺

度で測定した肯定的思考得点と否定的思考得点、ソー

ト・リスティング法で測定した肯定的思考数、思考数

を強度で重みづけた肯定的思考度に関しては、両警告

条件問に有意差が認められなかった。しかし、ソート・

リスティング法で測定した否定的思考数とそれを強度

で重みづけた否定的思考度に関しては、それぞれ警告

有条件の方が警告無条件よりも有意に(～(50)-1.99,

♪く.06; f(50)-2.ll, ♪く.05)大であった。

次に思考の3種類の指標問の関係について、ピアス

ンの積率相関係数γを算出して検討した。肯定的思考

に関しては、思考数と思考度の間には.95抄く.001)

という極めて高い正の相関関係が存在しており、思考

得点と思考数あるいは思考度との間には.44 (クく.001)

あるいは.40 (♪く.01)という中程度の正の相関関係が

存在していることが判明した。また、否定的思考に関

しても非常によく類似した結果が得られ、思考数と思

考度の間には.93 (クく.001)という極めて高い正の相

関関係が、思考得点と思考数あるいは思考度との間に

は.49 (クく.001)あるいは.46 (クく.001)という中程

度の正の相関関係が存在していることが判明した。

さらに、肯定的思考と否定的思考の関係について、

3種類の指標ごとに相関係数を算出して分析した。そ
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の結果、肯定的思考と否定的思考との問には、思考得

点で-.54 (♪く.001)、思考数で一.12 (n.s.)、思考度で

-.ll (n.s.)という相関関係が存在することが明らか

となった。

(3)心理的リアクタンス

各実験条件の心理的リアクタンス得点を表1の第5

欄に示した。心理的リアクタンス得点に関する警告要

因と遅延要因の2要因分散分析を行ったところ、両要

因の交互作用が有意CF(l,100)-5.17, *く.05)であっ

たo遅延条件別の警告要Pilの単純主効果の検定を行っ

たところ、遅延有群における警告要因の単純主効果が

有意傾向CPU,100)-3.ll, ♪く.09)にあり、警告有

条件の方が警告無条件よりもリアクタンス得点は大き

い傾向を示したが、遅延無群では警告要因の単純主効

果はみられなかった。また、警告条件別に遅延要因の

単純主効果の検定を行ったところ、警告無群で遅延要

因の単純主効果が有意(F(l,100)-5.21, pく.05)で

あり、遅延無条件の方が遅延有条件よりもリアクタン

ス得点は大であったが、警告有群では遅延要因の単純

主効果はみられなかった。

(4)源泉評価

各実験条件における源泉評価得点を表1の第6欄に

示した。源泉評価得点に関する警告×遅延の2要因分

散分析の結果、両要因の交互作用が有意(F(l,100)-

4.a　♪く.05)であった。遅延有群における警告要因

の単純主効果は有意傾向(Fd,100)-3.15, pく.08)

にあり、警告有条件の方が警告無条件よりも源泉評価

得点は低い傾向にあったが、遅延無群では警告要因の

単純主効果は認められなかった。また、警告有群にお

いては遅延要因の単純主効果も有意傾向　CF(1,100)-

3.15, pく.08)にあり、遅延有条件の方が遅延無条件

よりも源泉評価が低い傾向があったが、警告無群では

遅延要因の単純主効果は認められなかった。

(5)各従属変数間の相関関係

遅延有群における各従属変数間の相関係数γを算出

した。認知的態度得点は、肯定的思考度や源泉評価得

点と正の相関関係(r-.35,く.05; r-.35, pく.05)が

あり、否定的思考度やリアクタンス得点と負の相関関

係(サ蝣=-.28, pく.05; r--.U, pく.01)があるo感情的

態度得点も、肯定的思考度や源泉評価得点と正の相関

関係(戸.48, ♪く.ooi;戸.35, ♪く.05)があり、源泉

評価得点と負の相関関係(r-.37, pく.01)があるが、

否定的思考度との間の負の相関関係は有意な水準にま

で至らなかった。

なお、肯定的思考度と否定的思考度の間には、有意

な相関関係が存在しない。しかし、肯定的思考度は、

源泉評価得点との間に正の相関関係(戸.39, ♪く.01)、

リアクタンス得点との問に負の相関関係(rト.49, pく

.01)を示し、また否定的思考度は、リアクタンス得

点との間に正の相関関係(r-.55, pく.001)、源泉評価

得点との間に負の相関関係(r--.55, pく.001)を示す

ことが明らかになった。

考　察

先行研究(深田・有倉, 1992)で有意な説得力をも

つことが証明された説得メッセージを使用したにもか

かわらず、本実験では、その説得メッセージの効果が

有意に達しないことが示された。説得への抵抗効果を

検討する研究では、説得メッセージが有意な説得力を

持つことが前提条件となる。説得メッセージが十分な

説得力をもってこそ、特定条件下で説得への抵抗効果

(説得効果の減少)が検出可能となるのである。もし、

説得メッセージの説得力が有意でない場合に、説得へ

の抵抗効果を検出するためには、特定条件下で説得と

逆方向への有意な変化が生じる必要があるが、これは

極めて希な現象である。したがって、本実験では、説

得効果の指標である2種類の態度得点に関して、本実

験での操作変数である事後警告要因と時間的遅延要因

の効果が出現しにくく、両要因の有意な効果が得られ

なかったと解釈できる。

しかしながら、時間的遅延有群では、警告無条件に

比べると警告有条件の方が、否定的思考が有意に大で

あり、さらに、心理的リアクタンスも大きい傾向があ

り、逆に源泉評価は低い傾向があった。すなわち、事

後警告を呈示されてから説得効果を測定されるまでの

間に時間的な遅延が導入された場合には、事後警告は、

受け手に、先行呈示された説得に関する否定的思考を

増加させるとともに、リアクタンスを増加させ、源泉

評価を低減させる傾向があることが判明した。このよ

うに、事後警告が与えられてから、考えるための時間

があるときは、遡及的反論が生起することが実盃Eされ

た。

したがって、態度レベルでは、事後警告が説得への

抵抗効果を生じさせることを証明できなかったが、否

定的思考、リアクタンス、源泉評価といった心理過程

のレベルでは、事後警告が説得への潜在的な抵抗効果

を生じさせていることが確認された。こうした、事後

警告後から説得効果測定前までの間に生起する否定的

思考やリアクタンスの増加および源泉評価の低減が、

態度レベルでの説得効果の抑制を導くことになるであ

ろうと推論される。

このことは、従属変数間の相関分析の結果からも裏

付けられる。唱導方向への態度は、肯定的思考や源泉

評価と正の相関関係を、否定的思考やリアクタンスと
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負の相関関係を示していた。すなわち、受け手が、説

得に関して肯定的な思考を少なくするほど、否定的な

思考を多くするほど、リアクタンスを強く感じるほど、

源泉を低く評価するほど、説得効果は抑制され、説得

への抵抗が増大する可能性のあることが示唆された。

ところで、警告無群では時間的遅延を置く方がリア

クタンスがより小さいという結果が得られたが、これ

は、警告という外部刺激が存在しないときは、リアク

タンスという感情的反応が時間的経過とともに急速に

消失してしまうのではないか、と解釈される。また、

警告有群では時間的遅延を置く方が源泉評価がより低

い傾向があるという結果が得られたが、これは警告と

いう外部刺激が存在する場合、時間的遅延は否定的思

考を生起させるので、それと関連する形で源泉評価が

低減する傾向がみられたのかもしれないO

なお、説得に及ぼす事後警告の効果を説明する最も

有力な媒介変数であると仮定された、事後警告後から

説得効果測定前までの時間的遅延中の思考について、

3種類の測定方法による結果を比較したO肯定的思考

と否定的思考のいずれに関しても、思考数と思考度と

の問の相関関係は.93-.95と極めて高い正の相関関係

があったo　このことから、ソート・リスティング法に

よる思考の測定は、思考数のみを測定する場合も、そ

れぞれの思考を強度で重みづけして測定する場合も、

極めて類似した結果が得られることが判明した。した

がって、測定手続きの繁雑さを考えるならば、思考数

を測定する方が望ましく、またそれで十分であると判

断できる。そして、評定尺度を利用した簡易測定法に

基づく思考得点とソート・リスティング法に基づく思

考数との間には.44-　　という中程度の正の相関関係

が存在していることが明らかとなった。この結果から、

精度の高い思考測定を必要とする研究では、ソート・

リスティング法を使用した思考数の測定を行うことが

望ましいと解釈できるOしかし、諸事情のためソート・

リスティング法の使用が困難あるいは不可能な場合に

は、測定の信頼性がかなり低いことを承知した上で、

評定尺度を利用した簡易測定もぎりぎり使用可能であ

るといえるかもしれない。

本実験では、使用した説得メッセージの説得力が有

意でなかったので、説得に及ぼす事後警告の効果を十

分に検討することができなかった。そこで、説得メッ

セージを改良して、有意な説得力をもたせた上で、再

度、説得における事後警告効果の問題を検討する必要

があろう。実験1では、最も有力な事後警告効果の生

起機制として、事後警告後一説得効果測定前の時間的

遅延中の思考を仮定し、待機時間の性質をもつ時間的

遅延を導入し、その待機時間中の自発的思考を測定す

る手続きをとった。そこで、事後警告後一説得効果測

定前の位相において、説得話題に関して積極的に思考

させる条件(思考指示条件)と説得話題に関する思考

をさせない条件(思考妨害条件)を設定することによっ

て、事後警告効果の生起機制としての思考の役割をよ

り明確な条件設定のもとで追求していくことも1つの

方法と考えられる。

実　験　2

日　的

実験2の目的は、事後警告後から説得効果測定前ま

での時間的遅延が存在する場合に、説得話題に関する

思考の指示あるいは妨害が説得における事後警告効果

に及ぼす影響を検討することである。その際、説得に

おける事後警告の効果は、事後警告後一説得効果測定

前の時間的遅延中に、説得話題に関する思考を指示さ

れるとき、顕著に出現するであろうと予想される。

方　法

(1)実験計画と被験者

独立変数は、事後警告(警告有と警告無)と思考

(思考指示と思考妨害)の2変数であり、 2 ×2の要

因分析計画であった。両変数はともに被験者間変数で

あり、従属変数の測定は事後測定法に基づいて実施し

た。なお、態度の測定のみを行う統制群を用意した。

被験者は大学生女子170人であり、 4実験条件と1

統制条件のそれぞれに対して34人ずつ無作為に配布し

m

(2)実験手続き

実験1と同様に、実験操作、説得メッセージの呈示、

従属変数の測定は全て小冊子で行い、雑誌記事に対す

る印象調査という設定のもとに実験を行った。

思考指示群における小冊子の構成は、 ①教示(秦

孤)、 ②説得メッセージ(第1-第2ページ)、 ③警

告操作(第3ページ)、 ④白紙(第4ページ)、 ⑤思考

指示と思考測定(第5-第7ページ)、 ⑥従属変数の

測定(第8-第10ページ)、 ⑦白紙(裏表紙)の順で

i^SS

また、思考妨害群における小冊子の構成は、 ⑤が思考

妨害(第5-第6ページが思考妨害用のパズル、第7

ページが白紙)の操作である点を除けば、思考指示群

と同一であったOなお、統制群の小冊子の構成は、 ②

がフィラー・メッセージ、 ⑥がフィラー質問と態度測

定である点を除けば、思考妨害群の小冊子と同一形式

の構成であった。

全ての実験群と統制群において、実験は3つのパー
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トに分かれており、各パートの所要時間は、パート1

(上記の②)が4分間、パート2 (③、 ④、 ⑤)が10

分間、パート3 (⑥)が約10分間であった。

教示:実験1と同じ教示を与えた。

説得メッセージ:実験1で使用した説得メッセージ

を部分的に修正して用いた以外は、実験1と同じであった。

警告操作:実験1と同じ操作を行った。

思考操作:思考指示群に対しては、警告操作のすぐ

あとに、読んだ記事「大学における授業と評価」の問

題についてできるだけ深く考え、そして考えたこと

(印象、感想、意見、判断など)をすべて箇条書きに

するように求めた。思考指示群における思考箇条書き

時間および思考妨害条件におけるパズル回答時間は、

いずれも警告操作を含んで10分間であった。

(3)従属変数

態度、思考、心理的リアクタンス、源泉評価を測定

した。態度と心理的リアクタンスの測定は実験1と全

く同じであったが、思考の測定はソート・リスティン

グ法によって思考数のみを測定した。また、源泉評価

は、実験1と同じ手続きによって測定したが、 4項目

のうちの専門性得点と他の3項目の得点との間の相関

関係は有意であるが低かったので(実験群においてγ-

.17, .18, .5 、 3項目の得点の和の項目平均を源泉

評価(a)得点、専門性得点を源泉評価(b)得点と

し、別々に分析することとした。なお、実験群におけ

る認知的態度の2項目間、感情的態度の2項目間、源

泉評価(a)の3項目間には、それぞれ有意な正の相

関関係(ド 49, .75, .54-.72,いずれも♪く.001)

が確認された。

結　果

(1)態　度

各実験条件と統制条件における認知的態度得点と感

情的態度得点を表2の第1欄と第2欄に示した。

表2　各従属変数の平均と標準偏差(実験2)

思 考 指 示

警 告 有 警 告 頬 警 豊 立法 無 統 制

認 知 的 態 度

感 情 的 態 度

肯 定 的 思 考

否 定 的 思 考

リ ア ク タ ン ス

源 泉 評 価 a

源 泉 評 価 b

4 .2 5 4 .4 3 4 .0 0 4 .8 5 3 .06

( 1 .2 2 ) ( 1 .1 4 ) ( 0 .9 5 ) ( 1 .0 6 ) ( 1 .4 2 )

3 .2 4 3 .4 6 3 .1 6 3 .7 2 2 .2 4

( 1 .3 2 ) ( 1 .4 4 ) ( 1 .3 6 ) ( 1 .6 5 ) ( 1 .18 )

2 .74 3 .7 4

(2 .82 ) (2 .4 9

1 .7 4

2 .66 1 .6 2 )

4 . 35 4 .0 3 4 .0 9 3 .65

1 . 50 1 .6 1 ) ( 1 .83 ) (1 .1 6 )

3 . 60 3 .9 6 3 .46 4 .0 9

(1 . 22 ) (1 .3 1 ) (1 . 00 ) (0 .8 9 )

4 . 12 4 .7 1 4 . 94 4 . 79

(1 .4 5 ) (1 .14 ) (1 . 25 ) (1 .0 7 )

荏)表内の数値は平均、 ( )内の数値は標準偏差

説得メッセージの説得力を検討するために、通常の

説得条件に近い警告無・思考妨害条件と統制条件との

態度得点をt検定によって比較したo　その結果、認知

的態度得点と感情的態度得点のいずれに関しても、両

条件間で有意差(チ(66)-5.90,在66)-4.28,いずれも

♪く.001)が認められ、警告無・思考妨害条件の方が統

制条件よりも認知的態度得点と感情的態度得点がとも

に大であった。したがって、実験2で使用した説得メッ

セージは有意な説得力をもっており、事後警告効果の

検証に適した説得メッセージであることが確認された。

認知的態度得点と感情的態度得点のそれぞれに関し

て、警告要因と思考要因の2要因分散分析を行ったと

ころ、感情的態度得点に関しては両要因の効果がみら

れなかったが、認知的態度得点に関しては警告要因の

主効果が有意CF(l,132)-7.50,カく.01)であり、両

要因の交互作用の傾向(F(l,132)-3.24, pく.08)が

兄いだされた。警告有条件の方が警告無条件に比べて

認知的態度得点が小さく、警告が唱導方向への抵抗を

生じさせていることが判明した。思考条件別の警告要

因の単純主効果の検定によると、思考妨害群で警告要

因の単純主効果が有意tF(l,132-10.30, pく.001)で

あり、警告有条件の方が警告無条件よりも認知的態度

得点が小さかった。しかし、思考指示群では、警告要

因の単純主効果は認められなかった。また、警告有群

と警告無群における思考要因の単純主効果はいずれも

有意でなかった。

警告無・思考妨害条件以外の3つの実験条件である

警告有・思考指示条件、警告有・思考妨害条件、警告

無・思考指示条件のそれぞれと統制条件との間で、認

知的態度得点をt検定によって比較したところ、いず

れも有意差U(66)-3.70,/>く.00i; <(66)-3.20,カく.01;

f(66)-4.38, ♪く.001)がみられたし、また、感情的態度

得点を比較したところ、いずれも有意差(t(66)-3.30,

9く.01; *(66)-3.01, Pく.OK /(66)-3.83, *く.001)が

みられた。これらの実験条件と統制条件の差は、全て

実験条件の態度得点の方が大きいという方向で一貫し

ていたO　このように、本実験で説得メッセージを呈示

された実験群は、いずれも、唱導方向への有意な態度

変容を生じさせていた。

(2)思　考

思考指示群における警告有条件と警告無条件で得ら

れた肯定的思考数と否定的思考数を表2の第3欄と第

4欄に示した。これらの思考数に関して、警告条件間

の比較をf検定によって行った。肯定的思考数は、響

告有条件の方が警告無条件よりも若干少ないようにみ

えるが、両条件間の差は有意でなかった。しかし、否

定的思考数は、警告有条件の方が警告無条件よりも有
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意W66)-2.15, pく.05)に多かったO　そこで、肯定

的思考と否定的思考を思考の方向を構成する水準とみ

なすことによって、思考数に関する警告要因と思考の

方向要因の2要因分散分析を試みた。その結果、思考

の方向要因の主効果の存在傾向(F(l,66)-3.47, pく

.07)が示され、肯定的思考数の方が否定的思考数よ

り多いという傾向が示された。さらに、警告要因と思

考の方向要田の交互作用が有意CF(1,66)-4.66J>く

.05)であることが判明した。思考の方向別に警告要

因の単純主効果の検定を行ったところ、肯定的思考数

は警告有条件の方が警告無条件より少ない傾向(F

(1,132)-2.85, ♪く.10)がみられたが、逆に否定的思

考数は警告有条件の方が警告無条件よりも多い傾向

(F(l,132)-3.75, pく.06)がみられたO　また、警告

条件別に思考の方向要因の単純主効果の検定を行った

ところ、警告有条件では肯定的思考数と否定的思考数

の差はみられなかったが、警告無条件では、肯定的思

考数の方が否定的思考数よりも有意(F(l,66)-8.09,

pく.01)に多かったO

(3)心理的リアクタンス

心理的リアクタンス得点を表2の第5欄に示したが、

このリアクタンス得点に関して、警告要因と思考要因

の分散分析の結果は、両要因の効果を何も示さなかっ

た。

(4)源泉評価

源泉評価得点(a)と源泉評価得点(b)を表2の

第6欄と第7欄に示した。源泉評価得点(a)に関し

て、警告要因と思考要因の分散分析を行ったところ、

警告要因の主効果が有意(F(l,132)-6.66, pく.05)

であり、源泉評価得点(a)は、警告有条件の方が警

告無条件よりも低いことが分かった。

源泉評価得点(b)に関して、同様の分散分析を行っ

たところ、思考要因の主効果が有意(F(l,132)-4.62,

♪く.05)であり、思考指示条件の方が思考妨害条件よ

りも源泉評価得点(b)は低かった。さらに警告要因

と思考要因の交互作用の存在傾向(Fd,132)-3.00,

♪く.09)が示された。思考条件別に警告要因の単純主

効果の検定を行ったところ、思考指示群において警告

有条件の方が警告無条件よりも源泉評価得点(b)は

低い傾向(F(l,132)-3.84,カく.06)があったが、思

考妨害群では警告条件間の差はみられなかった。次に、

警告条件別に思考要因の単純主効果を検定したところ、

警告有群で思考指示条件の方が思考妨害条件よりも源

泉評価得点(b)は有意(F(l,132)-7.53,カく.01)に

低かったが、警告無群では思考条件間の差はみられな

かった。

(5)各従属変数間の関係

思考指示群における各従属変数間の相関係数γを算

出した。認知的態度得点と感情的態度得点のいずれも

が、肯定的思考数(r-.46, ♪く.001;?=.48,く.001)

や源泉評価得点(a)  (r-A9, pく.001; r-.30,く

.05)との間に有意な正の相関関係を、また、否定的

思考数(r--.29, pく.05; r--.38, p<.01)やリ7クタ

ンス得点(r-一.37,く.01; r--.32, pく.01)との間に

有意な負の相関関係を示した。しかし、源泉評価得点

(b)との間には有意な相関関係が認められなかった。

肯定的思考数と否定的思考数との間には有意な中程

度の負の相関関係が存在していた。なお、肯定的思考

数は源泉評価得点(a)との間に正の相関関係(戸.50,

♪く.001)、リアクタンス得点との間に負の相関関係(㍗

∴49, ♪く.001)を示し、否定的思考数は、リアクタン

ス得点との間に正の相関関係(r-.53, *く.001)、源泉

評価得点(a)、 (b)との間に負の相関関係(γニー.55,

pく.ooi; r=-.30, pく.05)を示したO

考　察

実験2では、使用した説得メッセージの説得力が有

意であったので、事後警告による説得抑制効果を検証

するための前提条件が満たされた。感情的態度に関し

ては、警告要因の影響も思考要因の影響も兄いだせな

かった。しかし、認知的態度に関しては、警告要因の

主効果が存在し、警告有条件の方が警告無条件よりも

態度得点が小さかった。このことは、事後警告が唱導

方向への態度変容を抑制していること、すなわち事後

警告が説得への抵抗を生じさせていることを意味する。

このように、事後警告が態度レベルで説得への抵抗効

果を生起させることが証明された。こうした認知的態

度に関する事後警告の効果は、事後警告が源泉評価

(a)を低減させるという源泉評価(a)に関する警

告要因の主効果や、事後警告が否定的思考数を増加さ

せるという思考指示群での否定的思考に関する警告効

果から説明可能である。

しかしながら、認知的態度に関する警告要因と思考

要因の交互作用傾向が発見されたため、念のため、両

要因の単純主効果を分析したところ、予想外の事実が

明らかになった。すなわち、警告要因の主効果は思考

指示群で存在するであろうと当初予想されたにもかか

わらず、思考指示群では警告要因の単純主効果が出現

せず、思考妨害群で事後警告が唱導方向への認知的態

度変容を抑制するという形で警告要因の単純主効果が

兄いだされた。

思考妨害群での認知的態度に関する事後警告要因の

単純主効果の存在は、たとえ事後警告後から説得効果

測定前までの間に説得話題に関する思考を妨害したと
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しても、事後警告の説得抑制効果が維持されたと解釈

できる。思考妨害群において、源泉評価(a)は響舎

有条件の方が警告無条件よりも有意　W66)-2.70, Pく

.01)に低いという結果は、思考妨害群で事後警告が

源泉評価を低めることによって、認知的態度レベルで

の説得効果の抑制を生じさせていると解釈することが

できる。

ところが、思考指示群では、事後警告が説得効果を

抑制するであろうという予想が裏切られ、認知的態度

に関して事後警告の効果が検出されなかったことは、

解釈が非常に難しい。なぜならば、思考指示群で、事

後警告が否定的思考数を増加させていたし、源泉評価

(b)を低減させる傾向があったからである。このよ

うに、思考指示群では、事後警告後-説得効果測定前

の位相において、事後警告は説得への潜在的抵抗をす

でに引き起こしていたにもかかわらず、態度レベルの

説得効果ではそうした抵抗効果を生じさせなかった。

こうした結果の唯一可能な解釈の余地が、思考数に関

する警告要因×思考要因の分散分析の結果から示唆さ

れる。すなわち、思考妨害群における説得話題に関す

る思考が0であるという前提に立てば、思考指示群で

は、事後警告を呈示しなかった場合は、多数の肯定的

思考(〟=3.74)と少数の否定的思考(〟-1.74)が生

起したと解釈できる。そして、この思考指示群では、

事後警告を呈示した場合は、肯定的思考が抑制され、

否定的思考が促進される傾向があったが、結果的に否

定的思考(M-2.88)が肯定的思考(M-2.74)を有意

に上回るまでには至らなかったため、態度レベルでの

説得効果が抑制されなかったのかもしれない。いずれ

にせよ、思考指示群においても、事後警告は、事後警

告後一説得効果測定前の心理過程のレベルで、否定的

思考の増加や源泉評価の低減という形の、説得への潜

在的抵抗効果を引き起こしていると解釈することがで

きよう。

思考指示群における各従属変数間の相関分析の結果

が上記の解釈を補強してくれる。実験1の時間的遅延

有群における結果と非常によく一致した結果が得られ

た。すなわち、認知的態度だけでなく感情的態度のレ

ベルでも、否定的思考数やリアクタンスが増加するほ

ど、また、肯定的思考数や源泉評価が減少するほど、

説得効果は抑制されるという相関関係が存在すること

が確認されたのである。

説得における事後警告効果の生起機制を解明するた

めに、事後警告後一説得効果測定前の位相において、

実験2では全実験条件に時間的遅延を導入し、その時

間的遅延中に思考を指示するか妨害するかが事後警告

効果の出現度に影響するであろうと予想した。しかし、

思考妨害条件下では、事後警告が明瞭な説得への抵抗

を生じさせたが、思考指示条件下では、心理過程のレ

ベルでは潜在的な説得への抵抗が生じているものの、

態度レベルでは説得への抵抗を引き起こすに至らなかっ

た。この点に関しては、説得話題に関する思考を指示

した場合でさえ、事後警告が肯定的思考を上回るほど

の否定的思考を生起させることに失敗したためではな

かろうかという1つの解釈可能性を提案した。したがっ

て、説得における事後警告効果の生起機制を思考の視

点から究明するために、思考指示条件をさらに一歩進

めて、思考の方向性を含めて提示する条件(肯定的思

考指示条件と否定的思考指示条件)を設定することに

よって、思考の果たす機能を確認しておく必要があろ

う。

総　合　考　察

本研究は、事後警告呈示後から説得効果測定前の位

相で時間的遅延を導入して、説得話題に関する遡及的

反論を生起させるための時間が保障される場合には、

事後警告が説得に対して抑制効果を持つ可能性がある、

という仮定のもとに行われたO実験1では、事後警告

後一説待効果前の位相において、受け手の自発的な思

考の発生を期待できる待機時間を意味する時間的遅延

が導入された。その結果、事後警告後一説得効果測定

前の位相で時間的遅延が導入された場合には、事後警

告は、唱導方向への態度変化を生じさせなかったもの

の、否定的思考(遡及的反論)を増加させ、心理的リ

アクタンスと源泉の評価低減を生起させる傾向のある

ことが判明したO　しかし、事後警告後-説得効果測定

前の位相で時間的遅延が導入されなかった場合には、

事後警告はそうした変化を全く生じさせないことが示

された。このように、実験1の結果から、事後警告は、

態度レベルでは明瞭な説得抑制効果を生じさせなかっ

たけれど、事後警告後一説得効果測定前の位相におけ

る時間的遅延の導入によって、事後警告は、否定的思

考の増加、心理的リアクタンスの増加傾向、源泉の評

価低減傾向といった心理過程のレベルにおいて説得に

対する潜在的な抵抗を引き起こすことが解明された。

実験2では、事後警告後-説得効果測定前の位相に

おいて時間的遅延を導入した上で、説得話題に関する

思考を積極的に行わせる思考指示条件と思考を妨げる

思考妨害条件とを設定した。その結果、予想に反して

思考野害条件において、事後警告は源泉の評価低減を

引き起こし、唱導方向への認知的態度変容を抑制する

ことが示された。このように、事後警告後一説得効果

測定前の位相に思考を妨害される場合でさえ、事後響
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告は説得抑制効果を生じさせることが分かった。しか

し、当初の予想と異なり、思考指示条件においては、

事後警告は、否定的思考を増加し、源泉評価を低減さ

せる傾向を示したにもかかわらず、態度レベルでの説

得抑制効果を生じさせなかった。事後警告後一説得効

果測定前の位相に説得話題に関する思考を指示する場

合に、事後警告による説得抑制効果がみられなかった

理由としては、事後警告が否定的思考を増加させたも

のの、その増加した否定的思考が肯定的思考を上回る

ほどではなかったためではないかと考えられるが、こ

れも必ずしも十分な説明であるとは言い難い。思考指

示条件でも、事後警告は、心理過程のレベルにおいて

説得に対する潜在的な抵抗を生じさせるということだ

けは指摘できよう。

本研究における2つの実験によって、事後警告は説

得への抵抗を生じさせうることが実証されたし(実験

2の思考妨害群)、少なくとも心理過程のレベルにお

いて説得に対する潜在的抵抗を生じさせることが判

明した(実験1の時間的遅延有群と実験2の思考指

示群)。このように、本研究の結果は、 Kiesler&

Kiesler (1964)や深田・有倉(1992)の結果と異な

り、事後警告も事前警告と同様に説得抑制効果が生じ

させる可能のあることを示唆した。なお、本研究で事

後警告が態度のレベルでの顕在的な説得への抵抗も、

心理過程のレベルでの潜在的な説得への抵抗も生じさ

せなかったのは、 Kiesler&Kiesler (1964)や深田・

有倉(1992)の実験手続きと全く同一の実験手続きで

あった実験1の時間的遅延無群だけであった。

事後警告が態度レベルにおいて説得への抵抗を生じ

させる生起機制としては、否定的思考の増加が重要

な役割を果たしていると推測されるが(実験1、実

験2)、源泉評価の低減(実験1、実験2)、心理的リ

アクタンスの増加(実験1)もかかわっていると推測

される。こうした事後警告の説得抑制効果の生起機制

の解釈に対して、実験1の時間的遅延有群と実験2の

思考指示群における態度と心理過程の諸変数との間の

相関分析の結果が間接的な支持を与えてくれる。すな

わち、唱導方向への態度変容は、否定的思考や心理的

リアクタンスの増加あるいは源泉評価の低減に伴って

抑制されるという関係性が存在していた。また、この

相関分析の結果から、唱導方向への態度変容に対して、

肯定的思考の減少も抑制的に作用する可肯引生が示唆さ

れた。なお、実験1から、思考の測定法としては、ソー

ト・リスティング法による思考数の測定が効率的な測

定法であることと、評定尺度法による測定も、信頼性

は低いが、簡易測定として利用可能なことが明らかと

"a-.iたこ

本研究は、事後警告が説得抑制効果を生じさせる可

能性のあることを示したが、そうした事後警告効果を

増幅させる要因あるいは消失させる要因に関して早急

に検討すべきであろう。また、事後警告効果の持続性

に関する検討も必要であろう。
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